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ポイント！ 
 
登記上の所在地に 
 通知書をお届け 

ポイント！ 
 
１法人に 
 １番号のみ 指定 

•国税庁長官は、①設立登記法人、②国の機関、③地方公共団
体、④その他の法人や団体に13桁の法人番号を指定します。 

•これら以外の法人等でも一定の要件を満たす場合、届け出る
ことにより法人番号の指定を受けることができます。 

通知 
•平成27年10月から法人の皆さまに法人番号などを記載した
通知書の送付を開始します。 

公表 

•法人番号を指定した法人等の①名称、②所在地、③法人番号
をインターネット（法人番号公表サイト）を通じて公表しま
す。 

ポイント！ 
 
法人番号はどなたでも 

    自由に利用可能 

WWW 

愛称： 
マイナちゃん 

〒 XXX－XXXX 
東京都千代田区霞が関1-1-1 
株式会社       ○○○ 御中 

１ 

会社や国の機関等については、特段の手続を 
要することなく、法人番号が指定されます。 

法人番号の制度概要（指定・通知・公表）について説明します。 



① 法人情報を番号・名称・所在地で検索 
② 法人情報のダウンロード機能 
③ Web-API機能（システム間連携イン 
  タフェース） 

国税庁法人番号公表サイトの特徴 

検索機能 

 あいまい検索 

 絞り込み検索 

 五十音順、都道府県別の並び

替え 

 

Web-API機能 
企業等のシステムから法人情報を 
直接取得するためのインタフェー 
スの提供 

 

④ マルチデバイス対応 
    パソコンからの利用に加えて、 
    タブレット、スマートフォン  
    からも利用可能  

  法人番号は、どなたでも利用可能で、インターネット上で公表します。 

WWW 

２ 

データダウンロード機能 

 月末時点のすべての最新情報 

 日次の更新情報 

 データ形式はCSV、XML 

 



法人等 行政機関 
国民 

企業間連携 行政機関 
間の連携 

届出・申請業務の 
ワンストップ化 

企業 企業 行政 
機関 

国民 
行政 
機関 

法人情報の検索・ 
ダウンロード 

Web-APIの提供 

法人情報の検索・ 
ダウンロード 

Web-APIの提供 

平成27年10月～ 
法人番号の通知を開始 

法人番号の 
通知 

行政の効率化 
公平性・公正性の向上 企業の事務負担軽減 新たな価値の創出 

新たな利活用 
サービス 

法人番号を活用した新たなサービスがひろがる。 
➢ 行政機関間での法人番号を活用した情報連携が図られ、行政手続における届出・申請等のワンストップ化が実現すれば、 
  法人（企業）側の負担が軽減  
➢ 民間において、法人番号を活用して企業情報を共有する基盤が整備されれば、企業間取引における添付書類の削減等の事務効 
       率化が期待されるほか、国民に対しても有用な企業情報の提供が可能  

ひろがる。 

法人番号を軸に企業等法人がつながる。 
 
➢ 複数部署又はグループ各社において異なるコードで管理されている取引先情報に、法人番号を追加することにより、取引情報の 
       集約や名寄せ作業が効率化  
➢ 行政機関間において、法人番号付で個別の法人に関する情報の授受が可能となれば、法人の特定や名寄せ、紐付け作業が効率化 

つながる。 

法人番号により企業等法人の名称・所在地がわかる。  
➢ 法人番号をキーに法人の名称・所在地が容易に確認可能 
➢ 鮮度の高い名称・所在地情報が入手可能となり、取引先情報の登録・更新作業が効率化 

わかる。 

国税庁  
指定・管理 

公 表 通 知 
情報 
提供 

  法人番号で、わかる。つながる。ひろがる。 

３ 



※各部署で 
   同一企業を 

     異なるコードで管理 

コード：A-001 

株主情報など 
  
 

名称・所在地等で名寄せ 

株式会社A 
※各部署で 
   管理コードに 
     法人番号を追加 

法人番号で名寄せ 
 

法人番号：001 名称：株式会社A、所在地：甲 

総務部 経理部 営業部 

コード：1001 コード：イ-010 

名称       ： 株式会社a 
所在地   ：    甲 
（名称が旧名称） 

コード：A-001 

支払先情報など 
 
 

顧客情報など 
  
 

～現 状～ 
各部署（総務部、経理部、営業部など）で、取引先法
人の情報を異なるコードで管理している場合、 

業務横断的な取引情報の集約が困難（非効率） 

～法 人 番 号 利 活 用 後～ 
法人番号を利用すれば・・・ 
管理している各法人との取引情報の全体像が容易に

把握可能となり、業務の効率化が期待 

名称  ： 株式会社A 
所在地   ：    乙 
（所在地が移転前） 

名称  ： A資材部 
所在地   ：    甲 
（名称不一致） 

コード：イ-010 コード：1001 

名称：株式会社A、所在地：甲 

株主情報など 
  
 

支払先情報など 
 
 

顧客情報など 
  
 

株式会社A 同じ法人？ 

総務部 

法人番号：001 

コード：A-001 

経理部 

法人番号：001 

コード：イ-010 

営業部 

法人番号：001 

コード：1001 

法人番号：001 

具体的には・・・ 
各部署で保有している顧客情報
や調達先情報の集約化が容易に
なり、取引先情報更新の効率化
のほか、営業活動の効率化や調
達コストの削減が期待 

コード：A-001 コード：イ-010 コード：1001 

  法人番号の利活用事例① 
      ～法人番号を利用した取引情報の集約による業務の効率化～ 

４ 



～法 人 番 号 利 活 用 後～ 
 

法人番号公表サイトを利用すれば・・・ 
 

新たに法人番号を指定した法人（≒新規設立法人）の情報から、新

規営業先や会員勧誘先を効率的に把握可能に!! 

新規営業先 
会員勧誘先の把握 

ダウンロード 

ZIP 
(.csv) 

￥ 

新規営業先 
会員勧誘先の把握 

新規設立法人の抽出（※） 

インターネット 

登  記  所 

信用調査会社 

（※）番号法施行（平成27年10月）後、株式会社などの設立登記法人が設立された場合、 

  法務省から連絡される登記情報に基づき法人番号を指定・通知し、当該情報を公表します。 

法人番号指定年月日 
で絞込み 

￥ 

～現 状～  
新規営業先の開拓や会員勧誘先の把握にあたり、  
様々な情報源から情報を入手しており、 
            手間とコストがかさむ。 

  法人番号の利活用事例② 
～法人番号公表サイトを利用した新規営業先等の把握～ 

５ 



 

法人番号の最新情報については、国税庁ホームページの特設サイトをご確認ください。 
 

・国税庁HPのトップページの                をクリック。 
 
 （http://www.nta.go.jp/mynumberinfo/index.htm） 
 

  ➢法人番号の制度概要について、詳しく解説しています。 
   http://www.nta.go.jp/mynumberinfo/houjinbangou/kuwasiku.htm 
 

  ➢法人番号の公表機能に関する仕様について、詳しく解説しています。 
   http://www.nta.go.jp/mynumberinfo/houjinbangou/kuwasiku-kohyokinou.htm 
  

 

法人番号の最新情報 

 

・http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/bangoseido/index.html 【内閣官房マイナンバー HP】 
 

・マイナンバーのコールセンター（全国共通ナビダイヤル）0570-20-0178 

マイナンバー制度の最新情報 

(ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ) 

  法人番号に係る各種情報の掲載について 

６ 


